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規 則
奈良市社会福祉審議会規則の一部を改正する規則をここ
に公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第３号

奈良市社会福祉審議会規則の一部を改正する規則
奈良市社会福祉審議会規則（平成14年奈良市規則第26号
）の一部を次のように改正する。
第２条第１項第１号中「心身障害者福祉専門分科会」を
「障害者福祉専門分科会」に、「知的障害者及び身体障害

者」を「身体障害者、知的障害者及び精神障害者」に改め、
同条第２項中「心身障害者福祉専門分科会」を「障害者福
祉専門分科会」に改める。
第３条第１項及び第２項中「心身障害者福祉専門分科会
」を「障害者福祉専門分科会」に改める。

附 則
この規則は、公布の日から施行する。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市一般コミュニティ助成事業選考審査委員会規則を
ここに公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第４号

奈良市一般コミュニティ助成事業選考審査委員会規
則

（目的）
第１条 この規則は、奈良市附属機関設置条例（平成27年
奈良市条例第１号）第３条及び奈良市報酬及び費用弁償
に関する条例（昭和27年奈良市条例第30号）第５条の規
定により、奈良市一般コミュニティ助成事業選考審査委
員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営につい
て必要な事項を定めることを目的とする。
（所掌事務）
第２条 委員会は、一般財団法人自治総合センターが実施
するコミュニティ助成事業のうち、一般コミュニティ助
成事業として申請する事業（以下「助成申請事業」とい
う。）に関する次に掲げる事項を所掌する。
⑴ 応募団体から提出された関係書類及び応募団体から
の提案の審査及び選考に関すること。
⑵ 審査結果及び選考理由書の作成に関すること。
⑶ 前２号に掲げるもののほか、助成申請事業の審査及
び選考に関し必要な事項に関すること。
（組織）
第３条 委員会は、委員４人をもって組織する。
２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は
任命する。
⑴ 学識経験を有する者
⑵ 市の職員
⑶ その他市長が適当と認める者
（任期）
第４条 委員の任期は、委嘱又は任命の日から３年とする。
ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
２ 委員は、再任されることができる。
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（委員長）
第５条 委員会に委員長を置く。
２ 委員長は、委員の互選によりこれを定める。
３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。
（会議）
第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員
長が招集し、委員長が議長となる。ただし、委員長が互
選される前に招集する会議は、市長が招集する。
２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開
くことができない。
３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数
のときは、議長の決するところによる。
（関係者の出席等）
第７条 委員長は、必要があると認める場合は、関係者に
会議への出席を求め、意見若しくは説明を聴き、又は必
要な資料の提出を求めることができる。
（報告）
第８条 委員会は、審査終了後、その結果を市長に報告す
るものとする。
（報酬）
第９条 委員の報酬の額は、日額10,000円とする。
（費用弁償）
第10条 委員の費用弁償の額は、職員等の旅費に関する条
例（昭和27年奈良市条例第３号）別表第３項に掲げる職
員の旅費相当額とする。
（庶務）
第11条 委員会の庶務は、地域活動推進課において処理す
る。
（委任）
第12条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関
し必要な事項は、委員長が定める。
附 則

この規則は、平成30年４月１日から施行する。
（平成30年３月30日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市法令審査会規則の一部を改正する規則をここに公
布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第５号

奈良市法令審査会規則の一部を改正する規則
奈良市法令審査会規則（平成27年奈良市規則第22号）の
一部を次のように改正する。
第１条を次のように改める。
（設置）
第１条 条例及び重要な規則等の制定改廃その他法令に関
する重要な事案を審査するため、奈良市法令審査会（以
下「審査会」という。）を置く。
第２条第４項中「弁護士その他法令に関する専門的知識
を有する者の中から市長が委嘱した者（以下「外部委員」
という。）２人以内及び」を削り、同項に次の１号を加え

る。
⑷ 法令に関し高度の専門的な知識経験又は優れた識見
を有する職員で、委員として適当なもの
第２条第５項を次のように改める。
５ 前各項に定める者のほか、委員長は、専門的な知識経
験を有する者を審査会に出席させ、意見を聴くことがで
きる。
第４条を次のように改める。
（審査）
第４条 審査会の審査は、委員長が会議を招集して行う。
ただし、委員長が、審査会の審査に付すべき事案につき、
審査会の会議を招集する時間的余裕がないと認めるとき、
又は審査会の会議に付する必要がないと認めるときは、
持ち回りによる審査をすることができる。
第５条中「及び関係課長」を「、関係課長その他の職員
」に改める。
第６条及び第７条を削り、第８条を第６条とし、第９条
を第７条とする。

附 則
この規則は、公布の日から施行する。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市営住宅条例施行規則等の一部を改正する規則をこ
こに公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第６号

奈良市営住宅条例施行規則等の一部を改正する規則
（奈良市営住宅条例施行規則の一部改正）
第１条 奈良市営住宅条例施行規則（昭和61年奈良市規則
第14号）の一部を次のように改正する。
第７条の２の次に次の１条を加える。
（収入申告及び報告の請求に応じることが困難な者の
収入把握）
第７条の３ 条例第17条第５項の規則で定める方法は、
入居者の雇主、取引先その他の関係人に報告を求める
方法又は官公署に必要な書類を閲覧させ、若しくはそ
の内容を記録させることを求める方法とする。
第８条第１項中「第17条第６項（条例第28条第２項」
を「第17条第７項（条例第28条第３項」に改める。
第11条の２第２項中「第17条第６項」を「第17条第７
項」に改める。
（奈良市改良住宅条例施行規則の一部改正）
第２条 奈良市改良住宅条例施行規則（昭和47年奈良市規
則第64号）の一部を次のように改正する。
第２条中「第17条第３項」の次に「若しくは第５項」
を、「第28条第１項」の次に「若しくは第２項」を加え、
「第17条第６項（第28条第２項」を「第17条第７項（第
28条第３項」に改める。
（奈良市コミュニティ住宅条例施行規則の一部改正）
第３条 奈良市コミュニティ住宅条例施行規則（平成４年
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奈良市規則第49号）の一部を次のように改正する。
第２条第１項中「第17条第３項」の次に「若しくは第

５項」を、「第28条第１項」の次に「若しくは第２項」
を加え、「第17条第６項（第28条第２項」を「第17条第
７項（第28条第３項」に改める。
附 則

この規則は、公布の日から施行する。
（平成30年３月30日掲示済）

―――――――――――――――――――
建築基準法に基づく意見の聴取に関する規則の一部を改
正する規則をここに公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第７号

建築基準法に基づく意見の聴取に関する規則の一部
を改正する規則

建築基準法に基づく意見の聴取に関する規則（昭和49年
奈良市規則第８号）の一部を次のように改正する。
第３条中「第48条第14項」を「第48条第15項」に改める。
附 則

この規則は、平成30年４月１日から施行する。
（平成30年３月30日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市中小企業資金融資規則の一部を改正する規則をこ
こに公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第８号

奈良市中小企業資金融資規則の一部を改正する規則
奈良市中小企業資金融資規則（昭和39年奈良市規則第15
号）の一部を次のように改正する。
第５条第４項第１号中「又は支援創業関連保証制度」を
削る。
第６条第１号カ中「（支援創業関連保証にあつては、

1,500万円以内）」を削る。
附 則

（施行期日）
１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ この規則による改正後の奈良市中小企業資金融資規則
の規定は、この規則の施行の日以後の申請に係る融資か
ら適用する。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市民間保育所等選考審査委員会規則の一部を改正す
る規則をここに公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第９号

奈良市民間保育所等選考審査委員会規則の一部を改
正する規則

奈良市民間保育所等選考審査委員会規則（平成27年奈良
市規則第29号）の一部を次のように改正する。
第２条の見出しを「（所掌事務）」に改め、同条中「この
規則において「民間保育所等」とは」を「委員会は」に改
め、「病児保育事業」の次に「（以下「病児保育事業」とい
う。）」を加え、「をいう」を「の設置・運営の主体となる
民間事業者の審査及び選考に関する事項を所掌する」に改
める。
第３条に次の２項を加える。
３ 特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、
委員会に臨時委員若干人を置くことができる。
４ 臨時委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、
又は任命する。
⑴ 医師
⑵ 病児保育事業の専門知識を有する者
⑶ その他市長が適当と認める者
第４条第１項中「１年」を「２年」に改め、同条に次の
１項を加える。
３ 臨時委員の任期は、当該特別の事項に関する調査審議
が終了するまでとする。
第11条を第12条とし、第10条を第11条とする。
第９条中「委員」を「委員等」に改め、同条を第10条と
する。
第８条中「委員」を「委員等」に改め、同条を第９条と
する。
第７条中「委員会」の次に「又は部会」を加え、同条を
第８条とする。
第６条の次に次の１条を加える。
（部会）
第７条 委員会に、病児保育事業に関する事項を審査させ
るため、部会を置く。
２ 部会は、委員及び臨時委員（以下「委員等」という。）
５人以内をもって組織する。
３ 部会に属する委員等は、委員長が指名する。
４ 部会に部会長を置き、部会に属する委員等の互選によ
り定める。
５ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員等のう
ちからあらかじめ部会長が指名する委員等がその職務を
代理する。
６ 委員会は、部会の決議をもって委員会の決議とするこ
とができる。
７ 前条の規定は、部会の会議について準用する。この場
合において、同条中「委員会」とあるのは「部会」と、
「委員長」とあるのは「部会長」と、「委員」とあるの
は「部会に属する委員等」と読み替えるものとする。

附 則
この規則は、平成30年４月１日から施行する。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市国民健康保険規則の一部を改正する規則をここに
公布する。
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平成30年３月30日
奈良市長 仲 川 元 庸

奈良市規則第10号
奈良市国民健康保険規則の一部を改正する規則

奈良市国民健康保険規則（昭和34年奈良市規則第11号）
の一部を次のように改正する。
第２条中「第11条第１項」を「第11条第２項」に、「奈
良市国民健康保険運営協議会」を「市町村の国民健康保険
事業の運営に関する協議会」に改める。

附 則
（施行期日）
１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ この規則の施行の際、現に奈良市国民健康保険運営協
議会の委員である者は、この規則による改正後の奈良市
国民健康保険規則第２条の規定により、市町村の国民健
康保険事業の運営に関する協議会の委員として委嘱され
たものとみなす。この場合において、当該委員の任期は、
奈良市国民健康保険運営協議会の委員としての任期の残
任期間と同一の期間とする。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市高齢者日常生活保安用具給付事業実施規則を廃止
する規則をここに公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第11号

奈良市高齢者日常生活保安用具給付事業実施規則を
廃止する規則

奈良市高齢者日常生活保安用具給付事業実施規則（平成
３年奈良市規則第36号）は、廃止する。

附 則
（施行期日）
１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ この規則の施行の日前に、この規則による廃止前の奈
良市高齢者日常生活保安用具給付事業実施規則（以下「
旧規則」という。）第３条第１項の規定に基づきなされ
た申込みに係る用具の給付については、旧規則の規定は、
なおその効力を有する。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市公有財産規則の一部を改正する規則をここに公布
する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第12号

奈良市公有財産規則の一部を改正する規則
奈良市公有財産規則（昭和49年奈良市規則第29号）の一
部を次のように改正する。
第２条第２号中「公室及び」を削る。

第29条の２第１項中「各号の一」を「各号のいずれか」
に改め、同項中第３号を第５号とし、第２号の次に次の２
号を加える。
⑶ 貸付けの場合において、借受申請者が過去３年以内
に更新を受けようとする普通財産の貸付料を滞納して
いないとき。
⑷ 貸付期間が１箇月に満たないとき。
第29条の２第２項第１号中「引続き」を「引き続き」に
改める。

附 則
この規則は、平成30年４月１日から施行する。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市行政組織規則等の一部を改正する規則をここに公
布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第13号

奈良市行政組織規則等の一部を改正する規則
（奈良市行政組織規則の一部改正）
第１条 奈良市行政組織規則（平成14年奈良市規則第43号
）の一部を次のように改正する。
第２条の表総合政策部の部中
「

を

」
「

に

」
改め、同表総務部の部人事課の項中「人事係 人材育成
係 給与係 職員厚生係」を「人事係 臨時職員係 人
材育成係 給与厚生係」に改め、同部法務ガバナンス課
の項中「法制係」を「法制係 指導監査係」に改め、同
表財務部の部資産経営課の項中「ＦＭ推進係」を「ＦＭ
推進係 庁舎耐震化推進係」に改め、同表市民生活部の
部住宅課の項中「企画調整係 住宅政策係 管理係 収
納係」を「住宅総務係 住宅政策係 管理係」に改め、
同表福祉部の部中
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秘書課

広報戦略課

総合政策課

行政経営課
奈良ブランド
推進課

東部振興係 攻める農業係 定
住促進係

秘書課 総務係 秘書係

広報戦略課 広報係 シティプロモーション
係

総合政策課 政策推進係 企画政策係 まち
づくり構想係

行政経営課 改革推進係 組織開発係



「

を

」
「

に
」

改め、同部障がい福祉課の項中「療育係」を「療育係
事業所係」に改め、同部長寿福祉課の項中「長寿係」を
「総務係 長寿係」に改め、同表子ども未来部の部中
「

を
」

「
に
」

改め、同表観光経済部の部中
「

を
」

「
」

「

を

」
「

に

」
改め、同表建設部の部中
「

を

」
「

に
」

改め、同表会計契約部の部中
「

を
」

「
に
」

改める。
第３条から第６条までを次のように改める。
（秘書課の事務）

第３条 秘書課の分掌事務は、おおむね次のとおりとす
る。

総務係
⑴ 全国市長会その他都市関係会議に関すること。
⑵ 渉外及び交際に関すること。
⑶ 庁議に関すること。
⑷ 部及び課の庶務に関すること。
秘書係
⑴ 市長及び副市長の秘書に関すること。
（広報戦略課の事務）
第４条 広報戦略課の分掌事務は、おおむね次のとおり
とする。
広報係
⑴ 市制一般の普及及び啓発に関すること。
⑵ 広報業務の総合企画及び資料の収集に関するこ
と。
⑶ しみんだよりその他広報刊行物の編集及び発行
に関すること。
⑷ 広報板等の管理に関すること。
⑸ 庁内広報に関すること。
⑹ 褒賞及び表彰に関すること。
⑺ 課の庶務に関すること。
シティプロモーション係
⑴ 市ホームページの運用に関すること。
⑵ 記者発表及び報道機関その他出版社への資料提
供に関すること。
⑶ 報道機関との連絡調整に関すること。
⑷ シティプロモーションに関すること。
（総合政策課の事務）
第５条 総合政策課の分掌事務は、おおむね次のとおり
とする。
政策推進係
⑴ 総合計画に関すること。
⑵ 市議会の招集その他市議会との連絡及び執行機
関との連絡に関すること。
⑶ 新市建設計画に関すること。
⑷ 中核市市長会に関すること。
⑸ 地方分権に関すること。
⑹ 課の庶務に関すること。
企画政策係
⑴ 市長特命事項及び重要施策の調査研究、企画及
び推進に関すること。
⑵ 政策の調整に関すること。
⑶ まち・ひと・しごと創生総合戦略に関すること。
⑷ 世論調査に関すること。
まちづくり構想係
⑴ まちづくり包括協定に係る事業の企画及び調整
に関すること（他課の主管に属するものを除く。）。

（行政経営課の事務）
第６条 行政経営課の分掌事務は、おおむね次のとおり
とする。
改革推進係
⑴ 行財政改革に関すること。
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福祉政策課 企画政策係 地域包括ケア推進
係

地域福祉課 総務管理係 指導監査係 臨時
給付金係

福祉政策課 企画政策係 地域包括ケア推進
係 地域福祉推進係

子ども政策課

子ども政策課 企画政策係 幼保連携推進係

観光戦略課 企画係 交流係 リニア推進係

観光振興課 振興係 資源開発係

観光戦略課 総務交流係 企画係 振興係 に、

産業振興課 産業振興係 創業支援係 女性
キャリア支援係

農林課 農政係 農林経営係 耕地係

産業政策課 総務係 創業支援係 キャリア
支援係

農林課 ブランド推進係 農林経営係
耕地係

営繕課 企画調整係 公共施設係 設備
係

耐震・教育施
設整備室

教育施設係 施設耐震係

営繕課 企画調整係 公共施設係 設備
係 耐震・教育施設係

契約課 契約係 指導監察係

技術監理課

契約課 契約係 指導監察係 技術監理
係



⑵ 広告事業の統轄に関すること。
⑶ 奈良市総合財団に関すること。
⑷ 外郭団体との連絡調整に関すること。
⑸ 公営企業部門との連絡調整に関すること。
⑹ 施策評価に関すること。
⑺ 課の庶務に関すること。
組織開発係
⑴ 行財政改革に関すること。
⑵ 事務改善の企画、指導その他事務能率に関する
こと。

⑶ 組織管理及び事務分掌に関すること。
⑷ 包括外部監査に関すること。
⑸ 指定管理者制度の総括に関すること。
⑹ 施策評価に関すること。

２ 前項に規定する改革推進係及び組織開発係に共通す
る事務の範囲等については、行政経営課長が定める。
第７条を削り、第７条の２を第７条とする。
第９条人事係の部分の次に次のように加える。
臨時職員係
⑴ 臨時職員等の制度及び任用等に関する企画、調
査及び調整に関すること。

第９条給与係の部分中「給与係」を「給与厚生係」に
改め、同部分に次の６号を加える。
⑷ 職員の福利及び厚生に関すること。
⑸ 互助会及び市町村職員共済組合に関すること。
⑹ 職員の児童手当に関すること。
⑺ 職員の健康管理に関すること。
⑻ 職員の労働安全衛生に関すること。
⑼ 職員の公務災害補償に関すること。
第９条職員厚生係の部分を削る。
第10条に次のように加える。
指導監査係
⑴ 社会福祉法人、社会福祉施設等の指導監査に関
すること。

⑵ 障害福祉サービス事業者、障害者支援施設及び
相談支援事業者の実地指導等に関すること。

⑶ 特定相談支援事業者及び障害児相談支援事業者
の実地指導等に関すること。

⑷ 養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの実地
指導等に関すること。

⑸ 介護老人保健施設の実地指導等に関すること。
⑹ 有料老人ホームの実地指導等に関すること。
⑺ 指定介護老人福祉施設、指定介護療養型医療施
設、指定居宅サービス事業者及び指定居宅介護支
援事業者の実地指導等に関すること。

⑻ 指定介護予防サービス事業者及び介護予防支援
事業者の実地指導等に関すること。

⑼ 指定地域密着型サービス事業者及び地域密着型
介護予防サービス事業者の実地指導等に関するこ
と。

⑽ 営利法人が運営する介護サービス事業所の実地

指導等に関すること。
⑾ 民間保育所の指導監査に関すること。
⑿ 認可外保育所の指導及び立入検査に関すること。
⒀ 介護サービス事業者の業務管理体制の整備に係
る一般検査及び特別検査に関すること。

第14条財務分析係の部分中第５号を第６号とし、第４
号の次に次の１号を加える。

⑸ 財務書類の作成に関すること。
第14条の２管理係の部分中第13号を削り、第14号を第
13号とし、同条に次のように加える。
庁舎耐震化推進係
⑴ 本庁舎の耐震化整備に関すること。
第18条滞納整理第一係の部分の第６号を削り、同条債
権管理係の部分中第７号を第11号とし、第６号を第７号
とし、同号の次に次の３号を加える。

⑻ 市税の滞納処分に関すること。
⑼ 市税の納税の猶予に関すること。
⑽ 市税の滞納処分の停止及び不納欠損に関するこ
と。

第18条債権管理係の部分の第５号の次に次の第１号を
加える。

⑹ 市税の収納に関すること。
第24条企画調整係の部分中「企画調整係」を「住宅総
務係」に改め、同条管理係の部分に次の４号を加える。

⑷ 住宅使用料等の徴収に関すること。
⑸ 住宅使用料等に係る未収債権の管理に関するこ
と。
⑹ 住宅使用料等に係る滞納整理に関すること。
⑺ 住宅使用料等の滞納及び不正入居等に係る明渡
し請求に関すること。

第24条収納係の部分を削る。
第27条振興係の部分の第５号中「企画立案」の次に「
及び推進」を加え、同部分の第６号を削る。
第30条企画政策係の部分中第２号を削り、第３号を第
２号とし、第４号を第３号とし、同号の次に次の１号を
加える。

⑷ 社会福祉法人の設立認可等に関すること。
第30条地域包括ケア推進係の部分中第４号を削り、第
５号を第４号とし、同部分に次の３号を加える。

⑸ 生活支援体制整備事業に関すること。
⑹ 在宅医療・介護の連携支援に関すること。
⑺ 地域ケア会議に関すること。
第30条に次のように加える。
地域福祉推進係
⑴ 地域福祉計画の推進に関すること。
⑵ 民生・児童委員に関すること。
⑶ 社会福祉協議会に関すること。
⑷ 災害救助に関すること。
⑸ 権利擁護に関すること（他課の主管に属するも
のを除く。）。

第30条の２を削る。
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第31条企画管理係の部分中第５号を削り、第６号を第
５号とし、第７号を第６号とし、同条自立支援給付係の
部分の第４号及び第５号を次のように改める。
⑷ 介護給付費等の支給に関すること。
⑸ 地域生活支援事業（移動支援事業及び日中一時
支援事業に限る。）に関すること。

第31条自立支援給付係の部分の第６号を削り、同条生
活支援係の部分の第１号中「日常生活用具給付事業」を
「移動支援事業、日中一時支援事業、日常生活用具給付
事業」に改め、同部分の第３号中「障がい者」を「障害
者」に改め、同条に次のように加える。
事業所係
⑴ 障害福祉サービス事業者、障害者支援施設及び
相談支援事業者の指定に関すること。

⑵ 特定相談支援事業者及び障害児相談支援事業者
の指定に関すること。

⑶ 地域生活支援事業の事業者の指定に関すること。
⑷ 障害福祉施設の整備に関すること。
⑸ 事業者の業務管理体制に関すること。

第34条長寿係の部分の前に次のように加える。
総務係
⑴ 戦傷病者戦没者遺族等援護法（昭和27年法律第
127号）による援護に関すること。

⑵ 戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）
による更生医療の給付及び補装具の支給に関する
こと。

⑶ 軍人恩給に関すること。
⑷ 引揚者給付金等支給法（昭和32年法律第109号）
に関すること。

⑸ 未帰還者留守家族等援護法（昭和28年法律第
161号）に関すること。

⑹ 関係諸団体の指導育成及び連絡調整に関するこ
と。

⑺ 中国残留邦人等の生活支援に関すること（保護
第一課及び保護第二課の所管に属するものを除く。
）。
⑻ 慰霊塔公園に関すること。
⑼ 月ヶ瀬福祉センター及び都祁福祉センターに関
すること。

⑽ 課の庶務に関すること。
第34条中長寿係の部分の第７号を削る。
第35条を次のように改める。
（子ども政策課の事務）

第35条 子ども政策課の分掌事務は、おおむね次のとお
りとする。
企画政策係
⑴ 子ども・子育て支援推進本部に関すること。
⑵ 少子化対策施策の企画及び調整に関すること。
⑶ 社会福祉審議会児童福祉専門分科会に関するこ
と。

⑷ 子ども・子育て会議に関すること。

⑸ 子ども・子育て支援事業計画に関すること。
⑹ 子ども・子育て支援新制度に係る調整に関する
こと（他課の主管に属するものを除く。）。
⑺ 部及び課の庶務に関すること。
幼保連携推進係
⑴ 市立こども園、市立幼稚園及び市立保育所（以
下「市立こども園等」という。）の適正配置に関
すること。
⑵ 市立こども園等の統合・再編の推進に関するこ
と。
⑶ 市立こども園等の設置及び廃止の手続に関する
こと。
⑷ 市立こども園の設置に係る総合調整に関するこ
と。
⑸ 待機児童対策に関すること（他課の主管に属す
るものを除く。）。

第35条の２経理係の部分の第２号中「（施設及び設備
に関することを除く。）」を削り、同部分中第５号を削り、
第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、同条施設管
理係の部分の第４号を削り、同条保育・教育指導係の部
分の第４号中「臨時保育士」を「臨時保育教育士」に改
め、同部分の第11号中「及び研修」を削る。
第36条育成係の部分中第４号を削り、第５号を第４号
とし、第６号から第９号までを１号ずつ繰り上げる。
第36条の２第１項子育て係の部分に次の４号を加える。
⑷ 子育て短期支援事業に関すること。
⑸ 子ども家庭相談（要保護児童に係るものを除
く。）に関すること。
⑹ 助産の実施に関すること。
⑺ 母子保護の実施に関すること。
第36条の２第２項第１号中「被虐待児童対策地域協議
会」を「要保護児童対策地域協議会」に改め、同項第２
号中「家庭児童相談」を「子ども家庭相談（子育て係の
主管に属するものを除く。）」に改め、同項第３号及び第
４号を削る。
第43条企画係の部分の前に次のように加える。
総務交流係
⑴ 国内外友好・姉妹都市及び他の国外の都市との
交流に関すること（他課の主管に属するものを除
く。）。
⑵ 国際交流団体の育成及び連絡調整に関すること。
⑶ 国際交流協会に関すること。
⑷ 観光行政に係る国際機関との連絡調整に関する
こと。
⑸ 部及び課の庶務に関すること。
第43条企画係の部分の第３号中「観光客誘致」を「観
光」に改め、同部分に次の１号を加える。

⑹ リニア中央新幹線の建設の促進及び中間駅の誘
致に関すること。

第43条中交流係及びリニア推進係の部分を削り、同条
に次のように加える。
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振興係
⑴ 観光資源の保全に関すること。
⑵ 観光客誘致に関すること。
⑶ 観光関係諸団体に関すること。
⑷ 観光資源の開発、企画及び立案に関すること。
⑸ 観光施設の総合計画及び整備に関すること。
⑹ 観光施設の設置、廃止、管理及び運営に関する
こと（奈良町にぎわい課の主管に属するものを除
く。）。

第44条を削り、第44条の２を第44条とする。
第45条（見出しを含む。）中「産業振興課」を「産業
政策課」に改め、同条産業振興係の部分中「産業振興係
」を「総務係」に改め、第11号を第12号とし、第３号か
ら第10号までを１号ずつ繰り下げ、第２号の次に次の１
号を加える。
⑶ 中心市街地の活性化に関すること。
第45条創業支援係の部分中第６号を削り、第７号を第

６号とし、第８号を削り、第９号を第７号とし、第10号
を第８号とし、第11号を第９号とし、第12号を削り、同
条女性キャリア支援係の部分中「女性キャリア支援係」
を「キャリア支援係」に改め、同部分の第１号中「女性
の」を削り、同部分の第２号中「における女性の活躍推
進」を「の整備」に改め、「（他課の所管に属するものを
除く。）」を削り、同部分に次の１号を加える。

⑶ 障害者就労支援に関すること。
第46条（見出しを含む。）中「農林課」を「農政課」
に改め、同条農政係の部分中「農政係」を「ブランド推
進係」に改め、第５号を削り、第７号を第９号とし、第
６号を第５号とし、同号の次に次の３号を加える。
⑹ 農林産物のブランド化の促進に関すること。
⑺ 農林産物の商品開発及び流通促進に関すること。
⑻ 農商工連携、６次産業化及び地産地消に関する
こと。

第46条農林経営係の部分中第９号を削り、第10号を第
９号とし、同条耕地係の部分に次の１号を加える。
⑽ 都市計画法（昭和43年法律第100号）に伴う開
発協議に関すること。

第61条第１項に次のように加える。
耐震・教育施設係
⑴ 建築物の耐震化工事等の企画、調査及び設計に
関すること。

⑵ 建築物の耐震化工事等の現場監督及び検査に関
すること。

⑶ 教育施設建築物及び附帯施設の建設工事の計画
及び設計に関すること。

⑷ 教育施設建築物及び附帯施設の建設工事の現場
監督及び検査に関すること。

⑸ 教育施設建築物及び附帯施設の災害等調査に関
すること。

第61条第２項を削る。
第63条に次のように加える。

技術監理係
⑴ 建設工事の検査の総括に関すること。
⑵ 建設工事施工体制点検特別立入調査に関するこ
と。
⑶ 国土交通省補助対象土木工事に関する会計検査
の連絡調整に関すること。
⑷ 総合評価落札方式に関すること。
⑸ 建設工事低入札価格調査制度に関すること。
⑹ 建設工事の設計、積算業務等の制度整備の総括
に関すること。
⑺ 積算室の管理に関すること。
⑻ 建設工事のコスト縮減対策に関すること。
第64条を次のように改める。
第64条 削除
第69条の表福祉部の部中
「

を

」
「

」
「

を

」
「

に

」
改め、同表観光経済部の部中
「

を

」
「

」
改め、同部産業振興課の項中「産業振興課」を「産業政
策課」に改める。
（奈良市役所出張所事務分掌規則の一部改正）
第２条 奈良市役所出張所事務分掌規則（昭和44年奈良市
規則第47号）の一部を次のように改正する。
第２条の２を次のように改める。
（東部出張所の分掌事務）
第２条の２ 東部出張所に次の係を設置する。

住民係 振興係
２ 東部出張所の分掌事務は、おおむね次のとおりとす
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地域福祉課 慰霊塔公園
月ヶ瀬福祉センター
都祁福祉センター

障がい福祉課

障がい福祉課 総合福祉センター に、

長寿福祉課 老人福祉センター
老人憩の家
老人軽作業場

長寿福祉課 慰霊塔公園
月ヶ瀬福祉センター
都祁福祉センター
老人福祉センター
老人憩の家
老人軽作業場

観光戦略課 グリーンホール

観光振興課 柳生の里観光施設
針テラス情報館

観光戦略課 柳生の里観光施設
針テラス情報館

に



る。
住民係
⑴ 統計法の規定に基づく各種統計及び調査に関す
ること。

⑵ 戸籍法等に基づく謄抄本等、住民票の写しその
他証明書等及び印鑑登録証明書の請求等の受理、
作成、交付及び送付に関すること。

⑶ 戸籍法等に基づく各種届出等に関すること。
⑷ 戸籍簿、住民基本台帳その他の諸帳簿の調整及
び管理に関すること。

⑸ 戸籍法等に基づく職権による事務処理に関する
こと。

⑹ 破産者等に係る照会回答に関すること。
⑺ 住民基本台帳の閲覧に関すること。
⑻ 住民の実態調査に関すること。
⑼ 民刑事務に関すること。
⑽ 住民票の写し等の第三者交付本人通知制度及び
住民票の写し等の交付等におけるＤＶ、ストーカ
ー行為等の被害者保護のための措置に関すること。

⑾ 印鑑の登録に関すること。
⑿ 埋火葬の許可に関すること。
⒀ 地籍図の保管および閲覧に関すること。
⒁ 国民健康保険被保険者証の交付及び返還に関す
ること（更新を除く。）。

⒂ 国民健康保険の保険給付に関する申請の受付に
関すること。

⒃ 妊娠届及び死産届並びに母子健康手帳に関する
こと。

⒄ 使用料及び手数料の収納に関すること。
⒅ 市税、国民健康保険料、介護保険料及び後期高
齢者医療保険料の収納並びに証明に関すること。

⒆ 国民年金の資格の取得、喪失等の手続に関する
こと。

⒇ ななまるカードの申請受付に関すること。
21 医療費助成金交付請求等の受付に関すること。
22 児童手当に関する申請等の受付に関すること。
23 住所変更に伴う諸手続に関すること。
24 後期高齢者医療制度に関する申請等の受付に関
すること。

25 福祉医療に関する申請等の受付に関すること。
26 介護保険に関する申請等の受付に関すること。
27 生活保護に係る医療扶助に関すること。
28 電子署名等に係る地方公共団体情報システム機
構の認証業務に関する法律に基づく事務処理に関
すること。

29 社会保障・税番号制度に係る個人番号の通知及
び個人番号カードの交付に関すること。

30 自治会等各種団体との連絡調整に関すること。
31 所管区域に係る地域ミーティングに関すること。
32 地域住民による協議組織に関すること。
33 市民への通知及び連絡に関すること。

34 自衛官募集に関すること。
35 その他市長から特に命じられたこと。
36 所の庶務に関すること。
振興係
⑴ 地域イベントその他地域の振興に関すること。
⑵ 東部振興の企画及び推進に関すること。
⑶ 東部振興に係る関係課との連絡調整に関するこ
と。
⑷ 地域おこし協力隊の統括に関すること。

（奈良市保健所組織規則の一部改正）
第３条 奈良市保健所組織規則（平成14年奈良市規則第44
号）の一部を次のように改正する。
第５条生活衛生係の部分中第17条を第18条とし、第４
号から第16号までを１号ずつ繰り下げ、第３号の次に次
の１号を加える。

⑷ 住宅宿泊事業の届出に関すること。
第７条検診推進係の部分に次の１号を加える。
⑵ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律（平成10年法律第114号）による肝炎
ウイルス検査の実施に関すること。

第７条母子保健係の部分の第６号中「成人保健、特定
保健指導」を「母子の健康支援」に改め、同条成人保健
係の部分の第７号中「及び調整」を「、調整及び実施」
に改め、同部分中第８号を削り、第９号を第８号とし、
第10号を削り、第11号を第９号とする。

附 則
（施行期日）
１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。
（奈良市巨樹保存等審議会規則の一部改正）
２ 奈良市巨樹保存等審議会規則（平成14年奈良市規則第
121号）の一部を次のように改正する。
第６条中「農林課」を「農政課」に改める。
（奈良市緑花推進会議設置規則の一部改正）
３ 奈良市緑花推進会議設置規則（昭和48年奈良市規則第
36号）の一部を次のように改正する。
別表観光経済部の項中「観光振興課長」を「観光戦略
課長」に、「産業振興課長」を「産業政策課長」に、「農
林課長」を「農政課長」に改め、同表会計契約部の項中
「技術監理課長」を「契約課長」に改める。
（奈良市建設工事総合評価審査委員会規則の一部改正）
４ 奈良市建設工事総合評価審査委員会規則（平成27年奈
良市規則第43号）の一部を次のように改正する。
第11条中「技術監理課」を「契約課」に改める。
（奈良市職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則の一
部改正）
５ 奈良市職員の特殊勤務手当に関する条例施行規則（平
成18年奈良市規則第44号）の一部を次のように改正する。
第７条第１項中「農林課」を「農政課」に改める。
（奈良市職員被服貸与規則の一部改正）
６ 奈良市職員被服貸与規則（昭和42年奈良市規則第36号
）の一部を次のように改正する。
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別表第１の３の２の部中「農林課、技術監理課」を「
農政課、契約課技術監理係」に改める。
（奈良市庁舎管理規則の一部改正）
７ 奈良市庁舎管理規則（昭和42年奈良市規則第18号）の
一部を次のように改正する。
別表展示ホールの項中「観光振興課長」を「観光戦略

課長」に改め、同表消費生活センターの項中「産業振興
課長」を「産業政策課長」に改める。
（奈良市消防局の組織に関する規則の一部改正）
８ 奈良市消防局の組織に関する規則（昭和58年奈良市規
則第42号）の一部を次のように改正する。

「 予防課
情報救急室

第２条第１項中 を
救急課
指令課 」

「 予防課
救急課 に改める。
指令課 」

（平成30年３月30日掲示済）

―――――――――――――――――――
奈良市会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第14号

奈良市会計規則の一部を改正する規則
奈良市会計規則（昭和40年奈良市規則第１号）の一部を
次のように改正する。
第22条の３第１項中「第56条第４項」を「第56条第３項
」に改める。
第23条第１項第２号イオ中「精神障害者通院医療費」の
次に「、精神障害者医療費」を加える。
第47条第１項第１号イを次のように改める。
イ 令第167条の２第１項第２号又は第５号から第９
号までの規定のいずれかに該当し、随意契約により
物品の購入をする場合

第47条第１項第１号ウを削る。
別表第１奈良ブランド推進課の項を削り、同表人権政策
課の項中
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「１ 生業資金貸付回収金の収納
「生業資金貸付回収金の収納」を に改め、同表地域福祉課の項を次のように改める。

２ 所管に係る事業収入の収納」

別表第１観光戦略課の項の次に次のように加える。

別表第１産業振興課の項中「産業振興課」を「産業政策課」に、「課長補佐、産業振興係長及び係員」を「課長補佐、
総務係長及び係員」に改め、同表農林課の項中「農林課」を「農政課」に、「農政係長及び係員」を「ブランド推進係
長及び係員」に改める。
別表第２奈良ブランド推進課長の項を削り、同表人権政策課長の項中

「１ 生業資金貸付回収金の収納
「生業資金貸付回収金の収納」を に改め、同表地域福祉課長の項を次のように改め

２ 所管に係る事業収入の収納」
る。

別表第２観光戦略課長の項の次に次のように加える。

福祉政策課 地域福祉推進係
長及び係員

１ 所管に係る実費徴収金の収納
２ 災害援護資金貸付回収金の収納

奈良町にぎわい課 課長を除く課員 所管に係る実費徴収金の収納

福祉政策課長 １ 所管に係る災害救助金の収納
２ 災害援護資金貸付回収金の収納

奈良町にぎわい課長 所管に係る実費徴収金の収納

生活保護
債権事務
専用市長
印

11の12 てん
書

方24 保護
第一
課

生活保護
債権事務
用

1

別表第２産業振興課長の項中「産業振興課長」を「産業
政策課長」に改め、同表農林課長の項中「農林課長」を「
農政課長」に改める。

附 則
この規則は、平成30年４月１日から施行する。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市公印規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第15号

奈良市公印規則の一部を改正する規則
奈良市公印規則（昭和25年奈良市規則第12号）の一部を
次のように改正する。
別表医療扶助事務専用市長印の項を次のように改める。

別表ひな形の11の12を次のように改める。



11の12

附 則
この規則は、平成30年４月１日から施行する。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

給料等の支給に関する規則の一部を改正する規則をここ
に公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第16号

給料等の支給に関する規則の一部を改正する規則
第１条 給料等の支給に関する規則（昭和41年奈良市規則
第５号）の一部を次のように改正する。
第５条の３第１項第１号中「308,000円」を「308,300

円」に改め、同条第２項の表中
「 「

を

」 」
第36条中「100分の170」を「100分の190」に、「100分
の42」を「100分の47」に改める。
第２条 給料等の支給に関する規則の一部を次のように改
正する。
第36条中「100分の190」を「100分の180」に、「100分
の47」を「100分の44.5」に改める。
別表第１市長の事務部局の部中「所長補佐」を「所長
補佐 室長補佐」に改め、同表消防の部中「署長 文化
財防災官」を「署長」に、「主幹」を「主幹 文化財防
災官」に、「課長補佐 所長補佐」を「課長補佐」に改
め、同表学校その他の教育機関の部中「教育支援室長
幼稚園副園長」を「幼稚園副園長」に改め、同表選挙管
理委員会の事務部局の部局長の項中「85,700円」を「74,
800円」に、「10,000円」を「8,000円」に、「5,000円」
を「4,000円」に、「100分の18」を「100分の15」に改め
る。

附 則
（施行期日等）
１ この規則中第１条の規定は公布の日から、第２条の規
定は平成30年４月１日から施行する。
２ 第１条の規定による改正後の給料等の支給に関する規
則（以下この項において「改正後の規則」という。）第
５条の３第１項第１号及び同条第２項の表の規定は平成
29年４月１日から、改正後の規則第36条の規定は同年12
月１日から適用する。
（定義）
３ この附則において、次の各号に掲げる用語の意義は、
それぞれ当該各号に定めるところによる。
⑴ 経過措置額支給特定職員 奈良市一般職の職員の給
与に関する条例等の一部を改正する条例（平成26年奈
良市条例第68号。以下「平成26年改正条例」という。）
附則第７項又は奈良市一般職の職員の給与に関する条
例及び奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特
例に関する条例の一部を改正する条例（平成29年奈良
市条例第21号。以下「平成29年改正条例」という。）
附則第９項に規定するものであり、かつ、平成29年４
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奈 良 市

長 之 印

生活保護債権用

円

308,000

308,000

308,000

308,000

308,000

308,000

308,000

308,000

308,000

308,000

308,000

308,000

308,000

308,000

308,000

308,000

304,700

301,400

298,100

294,800

291,500

277,700

263,700

円

308,300

308,300

308,300

308,300

308,300

308,300

308,300

308,300

308,300

308,300

308,300

308,300

308,300

308,300

308,300

308,300

305,000

301,700

298,400

295,100

291,800

278,000

264,000

250,200

236,300

222,600

205,000

187,900

170,600

153,000

135,000

116,700

98,800

72,800

48,500

250,500

236,600

222,900

205,300

188,200

170,900

153,300

135,300

117,000

99,100

73,100

48,800

に改める。



月１日前に55歳に達したものであって、これらの規定
による給料を支給されるものをいう。

⑵ 施行日 奈良市一般職の職員の給与に関する条例及
び奈良市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に
関する条例の一部を改正する条例（平成30年奈良市条
例第７号。以下「平成30年改正条例」という。）の施
行の日をいう。

⑶ 改正後の給与条例 平成30年改正条例第１条の規定
（奈良市一般職の職員の給与に関する条例（昭和32年
奈良市条例第21号。以下「給与条例」という。）第25
条第２項及び附則第21項の改正規定を除く。）による
改正後の奈良市一般職の職員の給与に関する条例をい
う。

⑷ 改正前の給与条例 平成30年改正条例第１条の規定
による改正前の奈良市一般職の職員の給与に関する条
例をいう。

（経過措置額支給特定職員に対する給与の支給の特例）
４ 経過措置額支給特定職員に対する平成29年４月１日か
ら施行日の前日の属する月の末日までの間に係る次の各
号に掲げる給与の支給に当たっては、この附則の規定（
第６項の規定を除く。）の適用がないものとした場合に
改正後の給与条例の規定（平成26年改正条例附則第７項
から第９項までの規定又は平成29年改正条例附則第９項、
第11項若しくは第12項の規定を含む。次項において同じ。
）により支給されるべき額が、改正前の給与条例の規定
（平成26年改正条例附則第７項から第９項までの規定又
は平成29年改正条例附則第９項、第11項若しくは第12項
の規定を含む。以下この項及び次項において同じ。）に
より支給されるべき額に達しない場合は、改正前の給与
条例の規定により支給されるべき額に相当する額をもっ
てそれぞれ次の各号に掲げる給与の額とする。
⑴ 給料
⑵ 地域手当
⑶ 時間外勤務手当
⑷ 休日勤務手当
⑸ 夜間勤務手当
⑹ 期末手当
⑺ 勤勉手当
５ 経過措置額支給特定職員に対する平成29年４月１日か
ら施行日の前日の属する月の末日までの間に係る給与条
例第10条その他の条例等の規定による給与の減額（市長
が定めるものに限る。第８項において「第10条等減額」
という。）に当たっては、この附則の規定（次項の規定
を除く。）の適用がないものとした場合に改正後の給与
条例の規定による給与に係る減額されるべき額が、改正
前の給与条例の規定による給与に係る減額されるべき額
を超える場合は、改正前の給与条例の規定による給与に
係る減額されるべき額に相当する額をもって減額する額
とする。
（平成26年改正条例附則第８項若しくは第９項の規定又
は平成29年改正条例附則第11項若しくは第12項の規定に

よる給料の特例）
６ 平成29年４月１日から施行日の前日までの間において
給料等の支給に関する規則の一部を改正する規則（平成
27年奈良市規則第51号。以下「平成27年改正規則」とい
う。）附則第３項第２号又は給料等の支給に関する規則
の一部を改正する規則（平成29年奈良市規則第20号。以
下「平成29年改正規則」という。）附則第３項第２号に
掲げる場合に該当した職員に対する平成26年改正条例附
則第８項若しくは第９項の規定又は平成29年改正条例附
則第11項若しくは第12項の規定による給料については、
平成27年改正規則附則第３項から第５項までの規定又は
平成29年改正規則附則第３項から第５項までの規定にか
かわらず、市長の定めるところによる。
７ 平成29年４月１日から施行日の前日までの間において、
経過措置額支給特定職員について、改正後の給与条例の
規定による給料月額から給与条例附則第18項第１号に定
める額に相当する額を減じた額と平成26年改正条例附則
第７項から第９項までの規定又は平成29年改正条例附則
第９項、第11項若しくは第12項の規定による給料の額と
の合計額が、改正前の給与条例の規定による給料月額か
ら給与条例附則第18項第１号に定める額に相当する額を
減じた額と平成26年改正条例附則第７項から第９項まで
の規定又は平成29年改正条例附則第９項、第11項若しく
は第12項の規定による給料の額との合計額に達しないと
きにおける平成27年改正規則附則第６項の規定又は平成
29年改正規則附則第６項の規定の適用については、これ
らの規定中「切り捨てた」とあるのは、「切り上げた」
とする。
８ 前項の規定は、経過措置額支給特定職員に対して支給
される第４項各号に掲げる給与の額及び経過措置額支給
特定職員に対する第10条等減額の額の算定の基礎となる
場合における平成26年改正条例附則第７項から第９項ま
での規定並びに平成29年改正条例附則第９項、第11項及
び第12項の規定による給料については、適用しない。
（委任）
９ 前６項に定めるもののほか、この規則の施行に関し必
要な事項は、市長が定める。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部
を改正する規則をここに公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第17号

奈良市職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の
一部を改正する規則

奈良市職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（昭和
43年奈良市規則第２号）の一部を次のように改正する。
別表第１の５級の項を次のように改める。
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平成30年６月15日
（金 曜 日）号外第３号 奈 良 市 公 報



別表第１の６級の項中
「９ 耐震・教育施設整備室長の職務
10 消防署長の職務
11 消防副署長の職務
12 文化財防災官の職務
13 防災センター所長の職務 を
14 指揮救助隊長の職務
15 中央図書館長の職務
16 学校事務長の職務
17 農業委員会事務局長の職務 」
「９ 消防署長の職務
10 消防副署長の職務
11 文化財防災官の職務
12 防災センター所長の職務

に改め、同表の７級の
13 指揮救助隊長の職務
14 中央図書館長の職務
15 学校事務長の職務
16 農業委員会事務局長の職務」
項中
「８ 相当の経験を有する農業委員

会事務局長の職務
を

９ 部長及び理事並びに部次長及
び参事の職務 」

「８ 選挙管理委員会事務局長の職
務

９ 相当の経験を有する農業委員
に改め、同表の８級

会事務局長の職務
10 部長及び理事並びに部次長
及び参事の職務 」

の項中
「６ 選挙管理委員会事務局長の職

務
７ 監査委員事務局長の職務 を
８ 議会事務局次長の職務
９ 部長及び理事の職務 」
「６ 監査委員事務局長の職務
７ 議会事務局次長の職務 に改める。
８ 部長及び理事の職務 」

附 則
この規則は、平成30年４月１日から施行する。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市臨時職員に関する規則及び奈良市パートタイム職
員に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第18号

奈良市臨時職員に関する規則及び奈良市パートタイ
ム職員に関する規則の一部を改正する規則

（奈良市臨時職員に関する規則の一部改正）
第１条 奈良市臨時職員に関する規則（平成２年奈良市規
則第26号）の一部を次のように改正する。
第６条中「昭和32年奈良市条例第21号」の次に「。以
下「給与条例」という。」を加える。
第13条第１項中「奈良市一般職の職員の給与に関する
条例」を「給与条例」に改める。
第18条第１項中「臨時職員」の次に「（第５号に掲げ

る場合は、１週間の勤務日が４日以上とされている臨時
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奈 良 市 公 報 号外第３号
平成30年６月15日
（金 曜 日）

５級 １ 所長補佐の職務
２ 室長補佐の職務
３ 場長補佐の職務
４ 市民サービスセンター所長の職務
５ 東寺林連絡所長の職務
６ スポーツ産業支援室長の職務
７ 人権文化センター所長の職務
８ こども園副園長、保育園副園長及び幼稚園副園長の職務
９ 児童館長の職務
10 保健センター所長の職務
11 衛生浄化センター所長の職務
12 奈良阪処分地管理事務所長の職務
13 消費生活センター長の職務
14 土木管理センター所長の職務
15 消防署長補佐、中隊長及び消防分署長の職務
16 指揮支援隊長の職務
17 史料保存館長の職務
18 西部図書館長及び北部図書館長の職務
19 学校給食センター所長の職務
20 選挙管理委員会事務局次長の職務
21 農業委員会事務局次長の職務



職員又は週以外の期間によって勤務日が定められている
臨時職員で１年間の勤務日が169日以上であるもので
あって、一の年度において６月以上の任用期間が見込ま
れるものに限る。）」を加え、同項第１号中「病気休暇
公務上」を「公務上」に、「場合において、治癒するま
での期間とする。ただし、任用期間の満了日を超えると
きは、当該満了日までとする。」を「ため療養する必要
がある場合 治癒するまでの期間（任用期間の満了日を
超えるときは、当該満了日までの期間）」に改め、同項
第２号を次のように改める。
⑵ 選挙権その他公民としての権利を行使する場合で、
その勤務しないことがやむを得ないと認められると
き 必要と認められる期間

第18条第１項に次の３号を加える。
⑶ 裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁
判所、地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する
場合で、その勤務しないことがやむを得ないと認め
られるとき 必要と認められる期間

⑷ 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事
故等（以下この号において「災害等」という。）に
より出勤することが著しく困難であると認められる
場合 災害等により勤務場所に赴くことが著しく困
難であると認められる状態となった日（勤務中若し
くは勤務が終了した後その日に当該状態となった場
合（当該状態となった後その日に出勤することを要
しない場合に限る。）又は勤務時間が定められてい
ない日若しくは全日にわたり勤務しないことにつき
任命権者の承認があった日に当該状態となった場合
にあっては、当該状態となった日の翌日）から連続
する３日の範囲内の期間
⑸ その者の親族（奈良市職員の勤務時間、休日、休
暇等に関する規則（平成６年奈良市規則第59号）別
表第２の付表の親族欄に掲げる親族に限る。）が死
亡した場合で、葬儀、服喪その他の親族の死亡に伴
い必要と認められる行事等のため勤務しないことが
相当であると認められるとき 親族に応じ同表の日
数欄に掲げる連続する日数（葬儀のため遠隔の地に
赴く場合にあっては、往復に要する日数を加えた日
数）の範囲内の期間

別表第１の２の表技術職の部中「保健師」を「保健師
助産師」に、「管理栄養士 助産師」を「管理栄養士」

に改める。
別表第２交通機関利用の項中「現実に」を「給与条例

第41条第２項に規定する通勤手当の額を超えない範囲内
において、現実に」に改める。
（奈良市パートタイム職員に関する規則の一部改正）
第２条 奈良市パートタイム職員に関する規則（平成３年
奈良市規則第41号）の一部を次のように改正する。
第９条第１項中「昭和32年奈良市条例第21号」の次に

「。以下「給与条例」という。」を加える。
第12条第１項中「パートタイム職員」の次に「（第４

号に掲げる場合は、１週間の勤務日が４日以上とされて
いるパートタイム職員又は週以外の期間によって勤務日
が定められているパートタイム職員で１年間の勤務日が
169日以上であるものであって、一の年度において６月
以上の任用期間が見込まれるものに限る。）」を加え、同
項第１号中「病気休暇 公務上」を「公務上」に、「場
合において、治癒するまでの間とする。ただし、任用期
間の満了日を超えるときは、当該満了日までとする。」
を「ため療養する必要がある場合 治癒するまでの期間
（任用期間の満了日を超えるときは、当該満了日までの
期間）」に改め、同項第２号を次のように改める。
⑵ 選挙権その他公民としての権利を行使する場合で、
その勤務しないことがやむを得ないと認められると
き 必要と認められる期間
第12条第１項に次の２号を加える。
⑶ 裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁
判所、地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する
場合で、その勤務しないことがやむを得ないと認め
られるとき 必要と認められる期間
⑷ その者の親族（奈良市職員の勤務時間、休日、休
暇等に関する規則（平成６年奈良市規則第59号）別
表第２の付表の親族欄に掲げる親族に限る。）が死
亡した場合で、葬儀、服喪その他の親族の死亡に伴
い必要と認められる行事等のため勤務しないことが
相当であると認められるとき 親族に応じ同表の日
数欄に掲げる連続する日数（葬儀のため遠隔の地に
赴く場合にあっては、往復に要する日数を加えた日
数）の範囲内の期間
別表第１技術職の部中「保健師」を「保健師 助産

師」に、「管理栄養士 助産師」を「管理栄養士」に改
める。
別表第２交通機関利用の項中「現実に」を「給与条例
第42条第３項に規定する通勤手当の額を超えない範囲内
において、現実に」に改める。

附 則
この規則は、平成30年４月１日から施行する。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市重度心身障害者老人等医療費助成事業実施規則の
一部を改正する規則をここに公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第19号

奈良市重度心身障害者老人等医療費助成事業実施規
則の一部を改正する規則

奈良市重度心身障害者老人等医療費助成事業実施規則（
平成27年奈良市規則第91号）の一部を次のように改正する。
第２条中「いう。）は、」の次に「市内に住所を有する者

であって」を加え、「第50条に規定する」を「の規定によ
る」に改め、「（法第55条第１項又は第２項の規定の適用を
受ける者を含む。）」を削り、同条の次に次の１条を加える。
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（住所地特例）
第２条の２ 前条の規定にかかわらず、県内の他の市町村
の区域内に所在する障害者の日常生活及び社会生活を総
合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第
５条第11項に規定する障害者支援施設又は児童福祉法（
昭和22年法律第164号）第７条第１項に規定する児童福
祉施設（障害児入所施設に限る。以下この条において「
障害者支援施設等」という。）に入所したことにより、
本市から当該他の市町村の区域内に住所を変更した者で、
その者が当該住所の変更をしなかったとしたならば、前
条の要件（第２号を除く。）に該当し、同条の規定によ
る医療費の助成を受けることができることとなるものは、
同条に規定する市内に住所を有する者とみなす。継続し
て２以上の障害者支援施設等に入所をしている者の最初
に入所をした障害者支援施設等への入所前の住所が本市
の区域内であった場合についても、同様とする。
附 則

（施行期日）
１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。
（経過措置）
２ この規則による改正後の奈良市重度心身障害者老人等
医療費助成事業実施規則の規定は、この規則の施行の日
以後に行われた医療に係る医療費の助成について適用し、
同日前に行われた医療に係る医療費の助成については、
なお従前の例による。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市公報発行規則の一部を改正する規則をここに公布
する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第20号

奈良市公報発行規則の一部を改正する規則
奈良市公報発行規則（昭和43年奈良市規則第23号）の一
部を次のように改正する。
第３条第１項中「１日」の次に「及び16日」を加え、同
項に次のただし書を加える。
ただし、その日が奈良市の休日を定める条例（平成元

年奈良市条例第３号）第１条第１項に規定する市の休日
（以下「市の休日」という。）に当たる場合は、市の休
日の翌日に発行する。
第３条第２項中「又は付録」を削る。
第４条中「おかれて」を「置かれて」に改め、「毎月15

日までに」を削り、「に送付」を「の求めに応じ送付」に
改め、「15日までに」を削り、「しがたい」を「し難い」に
改める。
第６条中「法務ガバナンス課に」を「、法務ガバナンス
課に」に「、その他」を「その他」に改める。
第７条を次のように改める。
第７条 公報は、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式そ
の他人の知覚によつては認識することができない方式で

作られた記録であつて電子計算機（入出力装置を含む。
以下同じ。）による情報処理の用に供されるものをいう。
以下同じ。）により発行するものとし、当該電磁的記録
に記録された情報の内容を電子計算機の映像面に表示す
る方法により閲覧に供するものとする。
第８条及び第９条を削る。
第10条中「つど」を「都度」に改め、同条を第８条とす
る。

附 則
この規則は、平成30年４月１日から施行する。

（平成30年３月30日掲示済）
―――――――――――――――――――

奈良市住宅宿泊事業の実施の制限等に関する条例施行規
則をここに公布する。
平成30年３月30日

奈良市長 仲 川 元 庸
奈良市規則第21号

奈良市住宅宿泊事業の実施の制限等に関する条例施
行規則

（趣旨）
第１条 この規則は、住宅宿泊事業法（平成29年法律第65
号。以下「法」という。）及び奈良市住宅宿泊事業の実
施の制限等に関する条例（平成30年奈良市条例第29号。
以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定め
るものとする。
（届出書に添付が必要な書類）
第２条 法第３条第２項の届出書には、次に掲げる書類を
添付しなければならない。
⑴ 条例第５条の規定による公表を承諾する旨を記載し
た書面
⑵ 消防長が発する書面であって、住宅宿泊事業を営も
うとする住宅が消防法令に適合していることを認める
旨を記載したもの
⑶ その他市長が必要と認める書類
（住宅宿泊管理業者から交付される書面の記載事項）
第３条 条例第４条第２項の住宅宿泊管理業務を適切に実
施するために必要な体制が整備されていることを確認す
るために必要な事項として規則で定めるものは、次に掲
げる事項とする。
⑴ 届出住宅に係る住宅宿泊管理業務を行う住宅宿泊管
理業者の営業所又は事務所の所在地及び電話番号その
他の緊急時の連絡先
⑵ 当該営業所又は事務所において住宅宿泊管理業務を
実施するための人員その他の体制（前号の住宅宿泊管
理業者が住宅宿泊管理業務の再委託を行う場合におけ
る再委託先の事業者の人員その他の体制を含む。）の
概要
⑶ その他市長が必要と認める事項
（市長が公表する事項）
第４条 条例第５条第４号の規則で定める事項は、住宅宿
泊仲介業者又は旅行業法（昭和27年法律第239号）第６
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条の４第１項に規定する旅行業者が法第２条第８項各号
に掲げる行為をするに際して行う広告に記載されている
事項のうち市長が必要と認めるものとする。
（住宅宿泊事業の実施の制限に係る要件）
第５条 条例別表制限期間の欄の宿泊に対する需要が増大
すると認められる期間として規則で定める期間は、４月
１日から５月31日まで及び10月１日から11月30日までと
する。
（その他）
第６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、そ
の都度市長が定める。
附 則

この規則は、平成30年６月15日から施行する。
（平成30年３月30日掲示済）
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